
新潟市産業廃棄物施設の設置及び維持管理に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，事業者及び産業廃棄物処理業者（以下「事業者等」という。）が行う産

業廃棄物施設の設置及び維持管理に関して必要な事項を定めることにより，産業廃棄物の

適正処理を図るとともに，産業廃棄物施設の設置等に係る地域住民等との紛争の予防と調

整を図り，もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 法 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）をいう。 

（２） 政令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）

をいう。 

（３） 省令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５

号）をいう。 

（４） 共同命令 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の

基準を定める命令（昭和５２年総理府・厚生省令第１号）をいう。 

（５） 産業廃棄物 法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。 

（６） 事業者 自らの事業活動に伴って産業廃棄物を排出する者をいう。 

（７） 産業廃棄物処理業者 法第１４条第１項若しくは第６項又は法第１４条の４第１

項若しくは第６項の規定により，許可を受けようとしている者及び許可を受けている者

をいう。 

（８） 産業廃棄物処理施設 法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設をいう。 

（９） 産業廃棄物施設 産業廃棄物を取り扱う施設のうち，別紙第１に定める施設をい

う。 

（１０） 産業廃棄物施設の設置等 市内における産業廃棄物施設の設置，譲受け及び借

受け並びに当該産業廃棄物施設に係る次に掲げる事項の変更をいう。 

  ア 処理する産業廃棄物の種類 

  イ 処理能力（産業廃棄物の最終処分場である場合にあっては，産業廃棄物の埋立処

分の用に供される場所の面積及び埋立容量）に係る変更であって，当該変更によっ

て当該処理能力が１０％以上変更されるにいたるもの 

  ウ 位置，構造等の設置に関する計画 

  エ 維持管理に関する計画 

 

（事業者等の責務） 

第３条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等及び産業廃棄物施設の維持管理に当たっては，

法，政令，省令，共同命令その他関係法令のほか，この要綱に定める事項を遵守しなけれ

ばならない。 

２ 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等及び産業廃棄物施設の維持管理に当たっては，生

活環境の保全及び向上に努めなければならない。 

３ 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等に当たっては，事前に地域住民等に計画の概要を

説明し，その理解を得るように努めなければならない。 

４ 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等及び産業廃棄物施設の維持管理に当たって，地域



住民等の苦情があった場合には，早急に必要な措置を講じ，改善しなければならない。 

 

（市の責務） 

第４条 市は，事業者等に対し，産業廃棄物施設の設置等及び産業廃棄物施設の維持管理に

関し，指導，助言その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は，産業廃棄物施設の設置等及び産業廃棄物施設の維持管理に関し，事業者等と地域

住民等との間に紛争が生じた場合には，その解決のため，指導，助言その他の必要な措置

を講ずるものとする。 

 

（立地等に関する基準） 

第５条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等を行おうとする場合は，別表第２に定める立

地等に関する基準を遵守しなければならない。 

２ 前項の場合において，市長は，産業廃棄物施設の設置等が生活環境に及ぼす影響を考慮

して支障がないと認めるときは，前項の基準の一部を適用しないことができる。 

 

（構造に関する基準） 

第６条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等を行おうとする場合は，省令及び共同命令に

定めのあるもののほか，市長が別に定める構造に関する基準を遵守しなければならない。 

 

（環境整備に関する基準） 

第７条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等を行おうとする場合は，別表第３に定める環

境整備に関する基準を考慮して，周辺の環境と調和を保つよう努めるものとする。 

 

（地域住民等に対する周知） 

第８条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等を行おうとする場合は，別表第４に定める周

知及び同意等の意見聴取に関する基準により，計画の概要の周知及び計画の概要に対する

同意等の意見聴取を実施しなければならない。 

 

（環境影響調査等の実施） 

第９条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等を行おうとする場合は，法第１５条第３項に

規定する生活環境影響調査の記載事項を考慮して，環境影響調査を実施しなければならな

い。 

 

（事前協議） 

第１０条 事業者等は，産業廃棄物施設の設置等を行おうとする場合は，法第１４条第６項，

法第１４条の２第１項，法第１４条の４第６項，法第１４条の５第１項，法第１５条第１

項，法第１５条の２の６第１項若しくは法第１５条の４において準用する法第９条の５第

１項の規定による許可の申請，法第１４条の２第３項若しくは法第１４条の５第３項にお

いて準用する法第７条の２第３項の規定による届出又は産業廃棄物施設（産業廃棄物処理

施設を除く。）の施設の着工を行う前に，別記様式第１号による事前協議書により市長に協

議しなければならない。 

２ 前項の事前協議書には，別表第５に掲げる書類等を添付しなければならない。ただし，

市長が必要ないと認める場合は，その一部を省略することができる。 

 

（現地調査） 

第１１条 市長は，前条第１項の規定による協議（以下「事前協議」という。）を受けた場合



は，必要により現地調査を行うものとする。 

 

（連絡会議） 

第１２条 事前協議の内容について必要な指導を行うため，産業廃棄物施設設置等連絡会議

（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

２ 連絡会議の組織及び運営に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

 

（指示通知等） 

第１３条 市長は，事前協議の内容を審査し，必要があると認める場合は，事業者等に対し

別記様式第２号による指示通知書により指示を行うものとする。 

２ 事業者等は，前項の規定による指示を受けた場合は，必要な措置を講ずるとともに，そ

の結果を市長に書面で報告しなければならない。 

３ 事業者等は，第１項の規定による指示に対して異議がある場合は，その理由を付して市

長に申し出ることができる。 

４ 市長は，事業者等が第１項の規定による指示を受けた日から１年を経過しても必要な措

置を講じない場合は，当該事前協議は取り下げられたものとみなす。ただし，事業者等の

責めに帰すことのできない特別な事情があると認めるときは，この限りでない。 

 

（事前協議の終了） 

第１４条 市長は，事前協議の内容について適当であると認める場合は，その旨を事業者等

に通知するものとする。 

 

（着工の時期等） 

第１５条 事業者等は，前条の規定による通知を受けた後でなければ工事に着手することが

できない。ただし，産業廃棄物処理施設の工事については，この限りでない。 

２ 市長は，事業者等が前条の規定による通知を受けた日から１年を経過しても工事に着手

しない場合は，当該事前協議は取り下げられたものとみなす。ただし，事業者等の責めに

帰すことのできない特別な事情があると認める場合は，この限りでない。 

 

（産業廃棄物処理施設の設置等の許可申請の時期） 

第１６条 事業者等は，第１４条の規定による通知を受けた後でなければ，法第１５条第１

項，法第１５条の２の６第１項又は法第１５条の４において準用する法第９条の５第１項

の規定による許可の申請をすることができない。 

 

（工事完了の確認等） 

第１７条 事業者等は，産業廃棄物施設（産業廃棄物処理施設を除く。）の設置工事が完了し

た場合は，別記様式第３号による工事完了届出書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の届出書を受理した場合は，速やかに竣工検査を実施するものとする。 

３ 事業者等は，前項の竣工検査に合格した後でなければ当該産業廃棄物施設の使用を開始

することができない。 

 

（維持管理に関する基準等） 

第１８条 事業者等は，産業廃棄物施設の維持管理に当たっては，省令及び共同命令に定め

のあるもののほか，市長が別に定める維持管理に関する基準を遵守しなければならない。 

２ 事業者等は，産業廃棄物施設の維持管理に当たっては，事前協議時の維持管理計画に基

づいて実施しなければならない。 



３ 市長は，生活環境保全上必要があると認める場合は，事業者に対して産業廃棄物施設の

維持管理上の改善を勧告することができる。 

 

（機能の障害が発生した場合の措置） 

第１９条 事業者等は，産業廃棄物施設について，故障，破損その他の事由により機能の障

害が発生した場合は，直ちに応急の措置を講ずるとともに，速やかにその状況を市長に報

告しなければならない。 

２ 事業者等は，前項の場合において，市長が機能の障害の拡大又は再発の防止のため必要

な措置を講ずべき旨を指示した場合は，これに従わなければならない。 

 

（最終処分場の閉鎖等） 

第２０条 事業者等は，産業廃棄物の最終処分場の埋立終了後の管理及び廃止後の跡地利用

については，あらかじめ市長に協議するものとする。 

２ 事業者等は，産業廃棄物の最終処分場を廃止しようとする場合は，あらかじめ市長に協

議するものとする。 

 

（委任） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施に関し必要な事項は，市長が別に

定める。 

 

附 則 

 この要綱は，平成３年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１（第２条関係）  
（１） 産業廃棄物処理施設 

（２） 産業廃棄物処理施設以外の施設で次に掲げる施設 

  ア 産業廃棄物処理業者が設置する中間処理施設（産業廃棄物の中間処理（埋立処分及

び海洋投入処分以外の処分をいう。）を行うための施設をいう。以下同じ。）及び積

替保管施設（省令第１０条第１号ロ及び第１０条の１３第１号ヘに規定する積替施

設をいう。以下同じ。） 

  イ 事業者が設置する中間処理施設及び積替保管施設で次に掲げるもの（事業者自らの

産業廃棄物を処理するため，当該産業廃棄物を排出する事業活動を現に行っている

敷地内に設置するものを除く）。 

（ア） 中間処理施設にあっては，１日の処理能力が５トン以上のもの並びに大気汚染

防止法のばい煙発生施設，一般粉じん発生施設及び特定粉じん発生施設，騒音規

制法（昭和４３年法律第９８号）に規定する特定施設，水質汚濁防止法（昭和４

５年法律第１３８号）に規定する特定施設，新潟県生活環境の保全等に関する条

例（昭和４６年新潟県条例第５１号）並びに新潟市生活環境の保全等に関する条

例（平成９年新潟市条例第４７号）で届出義務のある施設 

（イ） 積替保管施設にあっては，敷地面積が１,０００平方メートル以上の堆積ヤード，

１００キロリットル以上の液体状廃棄物を保管できる施設及び政令第２条の４第

５号に規定する特定有害産業廃棄物を保管する施設 

（３） その他市長が必要と認める施設 

 

別表第２（第５条関係）  
（１） 産業廃棄物施設の設置等は，原則として都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第９条第１０項に規定する準工業地域、同条第１１項に規定する工業地域又は同条第

１２項に規定する工業専用地域で行うこと。ただし，都市計画法その他土地利用規制

関係法令の規制を受けている区域等において産業廃棄物施設の設置等を行う場合には，

これらの法令による許可等が得られるものであること。 

（２） 産業廃棄物施設の設置等の用に供する土地（以下「設置場所」という）の敷地境界

から，住居，店舗その他これらに類する建物との間に適切な距離（産業廃棄物の最終

処分場にあっては，５０メートル以上）を隔てていること。 

（３） 設置場所の敷地境界から，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る学校，社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第１項に規定する社会福祉事

業の用に供する施設，医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定

する病院又は同条第２項に規定する診療所，社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）

第２条に規定する社会教育に関する施設その他これらに類する施設との間に１００メ

ートル以上の距離を隔てていること。 

（４） 設置場所の全部又は一部が、災害の防止、自然環境の保全、文化財の保護、公共施

設の建設等公共の目的のために産業廃棄物施設の設置等を抑制する必要がある区域に

含まれないこと。 

（５） 産業廃棄物施設までの搬入道路（公共用道路を除く。）の管理者から車両の通行につ

いて承諾が得られること。 

 

 

 



 

 

別表第３（第７条関係）  
（１） 周囲に設置する柵等に廃材を利用しない等，施設の外観について周辺環境との美観

上の調和を考慮すること。 

（２） 敷地境界の内側に，緑地帯を設けること。 

（３） 外部から直接廃棄物が目に触れないようにすること。 

（４） 敷地境界の内側に，一定の幅の保安帯を設けること。 

（５） 衛生状態を良好に保持するための施設を設けること。 

（６） 搬入車両で道路を汚さないためのタイヤ洗い場を設けること。 

 
別表第４（第８条関係）  
（１） 周知及び同意等の意見聴取の範囲 

ア 設置場所の隣接地（現況から隣接している状態と判断できるものを含む。）の所有者，

管理者及び占有者 

イ 設置場所の敷地境界から１００メートル以内に居住する住民（同一世帯を構成する

場合は，その世帯主。以下同じ。）及びその住民が所属する自治会。ただし，該当する

住民が居住しない場合は，設置場所から直近の自治会 

ウ 放流水等が排出される施設にあっては，排出先の河川等の水利権者等 

エ その他当該産業廃棄物施設の設置等により生活環境に影響を及ぼすと考えられる個

人又は団体 

（２） 周知内容 

ア 設置者 

イ 設置場所 

ウ 施設設置までのスケジュール 

エ 取り扱う廃棄物の種類及び性状 

オ 施設の概要（構造，能力，処理方法，廃棄物の保管等） 

カ 施設の運転計画 

キ 地域環境の保全のための対策 

（３） 周知及び同意等の意見聴取の方法 

ア 設置場所の見やすい箇所に次に定める産業廃棄物施設の設置を予定している旨を表

示した掲示板を掲げること。 

（ア） 掲示板は縦及び横がそれぞれ６０センチメートル以上のものであること。 

（イ） 次に掲げる事項を表示すること 

（ａ） 設置者の氏名又は名称及び連絡先 

（ｂ） 施設の着工予定時期及び操業開始予定時期 

（ｃ） 取り扱う産業廃棄物の種類 

（ｄ） 施設の種類及び処理方法 

（ｅ） 周知内容に係る書類を縦覧できる旨及びその場所，期間，時間等 

イ 周知内容に係る書類を縦覧する機会を市内において設けること。なお，この場合の

縦覧の期間は，３０日以上とすること。 

ウ 隣接地の所有者，管理者及び占有者に対しては，原則として面談により説明を行う

こと。 

エ 住民に対しては，面談及び必要に応じて説明会を開催すること。 

オ その他の関係者に対しては，必要に応じウ及びエの方法に準じて周知及び同意等の

意見聴取を行うこと。 



（４） 周知及び同意等の意見聴取の結果 

ア 周知及び同意等の意見聴取の結果については，計画概要に対する周知を行い，及び

同意等を得たことを確認できる書類を作成すること。 

イ 意見聴取の実施に当たって，地域住民等から生活環境保全上の要望等があった場合

には，その具体的内容を確認できる書類を作成すること。 

ウ イの要望等があった場合においては，要望等を出した者に対し，対策について説明

を行うとともに，その結果について，当該要望等を出した者の同意等を得たことを証

する書類を作成すること。 

 
別表第５（第１０条関係）  
（１） 住民票の写し（法人にあっては、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本） 

（２） 設置場所の土地登記簿謄本，使用権原を明らかにする書類 

（３） 設置場所及びその周辺の現況概要図，地図に準ずる図面（公図）及び平面概要図

（主要設備の配置図、処理前後の保管場所等） 

（４） 事業計画書（事業計画概要，取扱廃棄物の発生源及び性状，処理工程図並びに処分

後の廃棄物等の処理方法） 

（５） 構造に関する基準に基づく設置計画書及び構造を明らかにする書類（平面図，立面

図等） 

（６） 処理能力を明らかにする書類 

（７） 産業廃棄物の保管に関する書類（保管上限の算出根拠，保管看板等） 

（８） 産業廃棄物施設の設置等に係る費用計算書及び資金計画書 

（９） 施設運転計画書（施設の稼働時間、施設管理責任者等） 

（10） 維持管理に関する基準に基づく維持管理計画書 

（11） 地域住民等に対する周知及び同意等の意見聴取の概要及び結果を記載した書類 

（12） 環境影響調査の報告書又は実施計画書 

（13） その他市長が必要と認める書類等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第１号（第１０条関係） 
 

  年  月  日  

 

 

（宛先）新潟市長 
 
 

住所又は所在地 
氏名又は名称及び 
代表者の氏名              
電話番号 

 
 
 

産業廃棄物施設設置等事前協議書 
 

産業廃棄物施設の 設置・変更 を行いたいので，新潟市産業廃棄物処理施設の設

置及び維持管理に関する要綱第１０条の規定に基づき，下記のとおり協議します。 
 

記 

 
産業廃棄物施設の

設置場所 
 
 

産業廃棄物施設の

種類，処理する産

業廃棄物の種類及

び処理能力 

産業廃棄物施設の

種類  
処理する産業廃棄物の

種類  

処理能力  
(最終処分場は埋立面積及び

埋立容量，積替え保管施設

は保管面積及び保管容量 ) 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



 
 

 
 

 
 

 
都市計画区域 
（用途地域） 

市街化区域   市街化調整区域 

（用途地域名称：                ） 

敷地の立地環境 

直近の住居等との距離            ｍ 

 
 
公 共 施 設 等 の 有 無 

 
 

 有 

（名称：          ） 

（距離：          ） 

 無 

自然環境の保全等

に関する地域等 

 
自然公園  鳥獣保護地区  風致地区  保安林  

 
保安林予定地区  保安施設地区  保安施設地区予定地区  

 
河川区域  がけ地危険区域  砂防指定地  

 
海岸保全区域  農業振興地域  

 
その他（                    ）  

 
該当なし  

 

添付書類等 

１  住民票の写し（法人にあっては、定款又は寄付行為及び登記簿の

謄本）  
２  設置場所の土地登記簿謄本，使用権原を明らかにする書類  
３  設置場所及びその周辺の現況概要図，地図に準ずる図面（公図）

及び平面概要図（主要設備の配置図，処理前後の保管場所等）  
４  事業計画書（事業計画概要，取扱廃棄物の発生源及び性状，処理

工程図並びに処分後の廃棄物等の処理方法）  
５  構造に関する基準に基づく設置計画及び構造を明らかにする書類

（平面図，立面図等）  
６  処理能力を明らかにする書類  
７  産業廃棄物の保管に関する書類（保管上限の算出根拠，保管看板

等）  
８  産業廃棄物施設の設置等に係る費用計算書及び資金計画書  
９  施設運転計画書（施設の稼働時間、施設管理責任者等）  
１０ 維持管理に関する基準に基づく維持管理計画書  
１１ 地域住民等に対する周知及び同意等の意見聴取の概要及び結果を

記載した書類  
１２ 環境影響調査の報告書又は実施計画書  
１３ その他市長が必要と認める書類等  
 

 

 



 

 

別記様式第２号（第１３条関係） 

 

 

第    号 

年  月  日 

 

              様 

 

新潟市長           

 

 

指 示 通 知 書 
 

 

  年  月  日付けで協議のあった産業廃棄物施設設置等事前協議書の内容について，

下記事項について必要な措置を講ずるよう，新潟市産業廃棄物施設の設置及び維持管理に

関する要綱第１３条の規定により指示いたします。 

 

項 目 指 示 事 項 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第３号（第１７条関係） 

 

 

 

年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

 

 

産業廃棄物施設設置工事完了届出書 
 

 

産業廃棄物施設設置工事を完了したので，新潟市産業廃棄物施設の設置及び維持管理

に関する要綱第１７条に基づき，下記のとおり提出いたします。 

 

設 置 者 （ 届 出 者 ） 

住所又は所在地 

 

 

電話： 

氏名又は名称及び代表者の氏名 

 

 

 

管 理 者 

住所 

 

電話： 

氏名 

 

 

施 設 の 種 類 

 

 

 

設 置 場 所 

 

 

 

工 事 完 了 年 月 日 

 

 

 

使用開始予定年月日 

 

 

 

 



 


